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日本基準トピックス 
 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」等の公表（金融庁） 
   

■主旨 
2018年3月29日 
第348号 

 
 

 

 2018年3月23日、金融庁は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」等（以下、「本改正」）を公表しました。 

 本改正は、2018年2月に企業会計基準委員会（ASBJ）が企業会計基準第28号「『税

効果会計に係る会計基準』の一部改正」等（以下、「税効果会計基準一部改正」）を

公表したことを受け、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等につい

て所要の改正を行うものです。 

 2017年10月公表の改正案から、本改正の対象に一部規則等を加える変更が行われ

ましたが、当該変更は「軽微な変更」等に該当するため追加の意見公募手続きは実

施されません。また、その他にも重要な変更はありません。 

 本改正は、2018年3月23日付で公布・施行されています。 

 原文については、金融庁のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.fsa.go.jp/news/29/sonota/20180323.html 

------------------------------------------------------------------------- 

改正対象 
 

本改正の対象となる規則等（以下、「財務諸表等規則等」）は以下のとおりです。 

・財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（財務諸表等規則） 

・連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（連結財務諸表規則） 

・中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（中間財務諸表等規則） 

・中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（中間連結財務諸表規則） 

・四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（四半期財務諸表等規則） 

・四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（四半期連結財務諸表規則） 

・「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項につ

いて（財務諸表等規則ガイドライン） 

・「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項に

ついて（連結財務諸表規則ガイドライン） 

・金融商品取引業等に関する内閣府令* 

・金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令* 

・証券金融会社に関する内閣府令* 

・投資信託財産の計算に関する規則* 

・投資法人の計算に関する規則* 

・特定目的会社の計算に関する規則* 

・特定目的信託財産の計算に関する規則* 

           *改正案から改正対象が加えられた規則等 

https://www.fsa.go.jp/news/29/sonota/20180323.html
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改正内容 

 

以下の税効果会計基準一部改正の内容を踏まえて、財務諸表等規則等の規定が改正され

ています。 

 

（1）貸借対照表における繰延税金資産および繰延税金負債の表示の変更 

 

貸借対照表上の繰延税金資産および繰延税金負債の表示について、従前は流動項目と

固定項目とに区別されていましたが、税効果会計基準一部改正においては固定項目のみ

となります。 

 

項目 従前 税効果会計基準一部改正 

繰延税金資産 関連した資産・負債の分類に基づき

流動項目と固定項目に区分 

投資その他の資産（固定資産） 

繰延税金負債 関連した資産・負債の分類に基づき

流動項目と固定項目に区分 

固定負債 

 

 

（2）注記事項の追加 

 

税効果会計基準一部改正によって、従前の注記事項に加えて、以下の（a）評価性引当額

の内訳に関する事項および（b）税務上の繰越欠損金に関する事項の開示が求められます。

なお、このうち一部の注記事項については、連結財務諸表を作成している場合には、下表

のとおり、個別財務諸表上の記載は不要となります。 

 

項目 注記内容 
個別財務諸

表上の記載 

（a）評価性引

当額の内訳に

関する事項 

1 評価性引当額の内訳に関する数値情報 

評価性引当額の合計を、税務上の繰越欠損金に係る評

価性引当額と将来減算一時差異等に係る評価性引当額

に区分 

必要 

2 評価性引当額の内訳に関する定性的な情報 

評価性引当額に重要な変動が生じている場合の主な変

動内容 

不要 

（b）税務上の

繰越欠損金に

関する事項 

 

1 税務上の繰越欠損金に関する繰越期限別の数値情

報 

 税務上の繰越欠損金の額に納税主体ごとの法定実

効税率を乗じた額 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 

 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の額 

不要 

2 税務上の繰越欠損金に関する定性的な情報 

税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産を回収可能と

判断した主な理由 

不要 
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適用日 
 

本財務諸表等規則等は、税効果会計基準一部改正の適用日と合わせ、同日から適用され

ます。 

税効果会計基準一部改正は、2018 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度および事業年

度の期首から適用されますが、上記の表示変更および注記事項の追加に係る修正は、

2018 年 3 月 31 日以後最初に終了する連結会計年度および事業年度から適用可能です。

そのため、本改正を反映した財務諸表等規則等は 2018 年 3 月 31 日以後最初に終了する

連結会計年度および事業年度より適用可能です。 

 

 
（参考） 

・「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（案）」等の公表 （金融庁） 

（日本基準のトピックス 335 号） 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/news/japan-topics/financial-statements171025.html 

 

・「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号）等の公表（ASBJ）（日本基準のトピックス

344 号） 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/news/japan-topics/japan-topics180221.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料は概略的な内容を紹介する目的で作成されたもので、プロフェッショナルとしてのアドバイスは含まれていません。個別にプロフェッショナル

からのアドバイスを受けることなく、本資料の情報を基に判断し行動されないようお願いします。本資料に含まれる情報は正確性または完全性を、

（明示的にも暗示的にも）表明あるいは保証するものではありません。また、本資料に含まれる情報に基づき、意思決定し何らかの行動を起こされたり、

起こされなかったことによって発生した結果について、PwC あらた有限責任監査法人、およびメンバーファーム、職員、代理人は、法律によって

認められる範囲においていかなる賠償責任、責任、義務も負いません。  

 

© 2018 PricewaterhouseCoopers Aarata LLC. All rights reserved. 
PwC refers to the PwC Network member firms in Japan and/or their specified subsidiaries, and may sometimes refer to the PwC Network. 
Each member of such firms and subsidiaries is a separate legal entity. Please see www.pwc.com/structure for further details.  
This content is for general information purposes only, and should not be used as a substitute for consultation with professional advisors. 

PwCあらた有限責任監査法人 
東京都千代田区大手町1-1-1 大手町パークビルディング (〒100-0004) 
お問い合わせ: aaratapr@jp.pwc.com 
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